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本稿の目的は，フランス国際私法の近時の動向として，準拠法に関する当事

者の事後的な合意が民事訴訟においていかなる効力を有するのかという問題を

採り上げ，フランスでの議論が我が国に与える示唆について考察することにあ

る。

我が国では，従来，法例を中心とした準拠法選択規則に基づいた準拠法の適

用につき，契約に関する法例7条を除くと，当事者自治が妥当する領域はない

ものと一般的には解されてきた。すなわち，ある国際的法律関係については準

拠法選択規則を通じて強行的に準拠法が決定されるのであって，民事訴訟にお

いて裁判所は基本的にはそのような準拠法を探求することが要求され，例えば

当事者が事後的に準拠法を日本法にする旨の合意をしても，そのような合意が

考慮されることはないと考えられてきたのである（I）。

だが，我が国で半ば当然視されてきたこの点は，国際的に見れば，必ずしも

各国に共通した態度ではない。既に紹介されているようにドイツにおいて

も（2），また以下に見るようにフランスにおいても，当事者が自由に処分出来る

法律関係については事後的に当事者が合意によって準拠法を指定することが出

来るとされているのである。このような海外での議論を受け，近時我が国にお



［横溝大］ フランス国際私法の現状と問題点 75 

いても，準拠法選択規則の強行性に疑問が提起され，契約は言うまでもなく不

法行為や物権等の領域においても当事者の事後的な合意を認めるべきであるこ

とが解釈論上主張されている（3)0

準拠法に関する当事者の事後的な合意が，たとえ限られた単位法律関係に関

してであっても可能であるならば，当事者の便宜にもなり，また，従来問題視

されてきた外国法の適用に関する裁判所の負担（4）も現実的にはかなり軽減さ

れることになろう（5）。では，そのような解釈は法例を中心とした準拠法選択規

則，或いは我が国の民事訴訟制度において理論上可能だろうか。また，もし可

能であるとすれば，その条件や範囲はどうあるべきか。これが本稿の問題関心

である。

以下では，この問題に関する裁判例及び学説の蓄積が多いフランスでの議論

を見る（1) (6）。フランスにおいては，以下に確認するように，外国法の適用に

おける裁判所の役割が現在では我が国と異なっているが，そのような相違を通

じでもなお，主として手続法的観点からなされているフランスでの議論は，こ

の問題を考える際，我が国にとって有益な示唆を与えるものと信ずる。その上

で，主として我が国民事訴訟法の観点からこの問題について検討する（2）。予

め一言すれば，新民事訴訟法12条3項や処分権主義に基づいた手続的合意とい

う構成により，当事者が自由に処分出来る権利についての準拠法の合意を認め

るフランスと異なり，我が国民事訴訟法においては解釈論上同様のルールを導

くことは出来ないというのが本稿の結論である。

1 フランスにおける議論

(1) はじめに

フランスにおいて，準拠法に関する当事者の事後的な合意カ唾拠法選択規則

により通常指定される準拠法を変更出来るか否かという問題は，一部の論者を

除き（7）近時までそれ程議論されることがなかった。これは， 1959年5月12日

破棄院判決（以下，「B函:bal判決Jとする）以来，外国法の適用に関する裁判官

の役割につき，当事者が主張しない場合には裁判官には外国法を適用する義務

がない（8）とされてきたことによる（9）。だが， 1988年10月11日及び18日破棄
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院判決(10)（以下，前者を「Reho曲判決J，後者を「Sch叫e判決Jとする）において

判例が変更され，外国法の適用が常に裁判官の義務とされたことにより，準拠

法選択に関する当事者の事後的な合意の効果という問題が俄かに重要性を帯び

ることとなり，この問題に関する裁判例や学説上の議論が活発化することと

なった（ll）。その後， 1990年12月4日破棄院判決（以下，「Coveco判決jとする）

が再び判例を変更し，準拠法選択規則が条約に基づく場合及び当事者が自由に

処分出来ない権利が問題となっている場合にのみ裁判官には職権で準拠法を選

択適用する義務があると判示し＜12>, 1999年5月26日に下された二つの破棄院

判決(13)（以下， fMutuelle du胸 ns判決j，「Be凶dA.判決jとする）が，当事者が

自由に処分出来ない権利についてのみ裁判官には職権で準拠法選択規則に従い

外国法を適用する義務があるとするに及び，この問題を議論する実益は大部分

失われたとされるが（14），職権による準拠法選択規則に基づく外国法適用義務を

裁判所に課している我が国にとっては，この点に関する議論は現在でも有益で

あろう。以下ではフランスでの議論を見る。

(2）裁判例

フランスでは，準拠法選択規則により通常指定されるものと異なる準拠法の

適用を当事者が望んだ場合に，裁判官がそのような合意に拘束されるか否かと

いう問題については，近時に至るまでその立場カ句ミ明確であった(I~）。この点に

つき破棄院が初めて正面から判断した1988年4月19日破棄院判決（以下，

「Roho判決Jとする）は(16），フランス人同士の聞にジプチで生じた交通事故に

関する不法行為に基づく損害賠償請求訴訟について，交通事故の準拠法に関す

る1971年5月4日のハーグ条約に依拠することなくフランス法を適用した原

審の判断を支持し，新民事訴訟法12条3項により，明示の合意をすることで，

「当事者が自由に処分出来る権利については，当事者は国際条約により指定さ

れる法と異なる法の適用を求めることが出来るJと判示した。以後，破棄院は，

Reho曲及びSchule判決が確立した職権による裁判官の準拠法選択規則適用義

務を示す際に，「当事者聞に明示の合意がない場合には」という文言を挿入する

ことでRoho判決の判断を支持し（17)，下級審判決もこの方向に従った(18）。
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その後，準拠法選択規則が条約に基づく場合の裁判官の準拠法選択規則適用

義務を示したCoveco判決が出ることにより，当事者が自由に処分出来る権利

について，準拠法選択規則の法源が国際条約である場合であっても，当事者が

合意によって通常準拠法選択規則に従い指定される法と異なる法による判断を

裁判官に求めることが出来るか否かという点について疑義が生じることとなっ

た(19）。この点につき，近時下された 1997年5月6日破棄院判決（以下，「Soc.

Hannover Intern凶onal判決Jとする）は側，ベルギー法人とフランスに居住する

者との聞の璃痕あるトロール船用推進機の売買に関する訴訟につき，国際動産

売買の準拠法に関する 1955年6月15日のハーグ条約を適用せずフランス法を

適用した原審の判断を支持し，「国際条約の存在や準拠法を指定する契約条項

の存在にも拘らず，当事者は，彼らが自由に処分出来る権利については，法廷

地法の適用について合意することが出来る。そのような合意は，条約或いは契

約により指定される法と異なる法を援用する当事者の申立（conclusions）から

導かれ得るJと判示し，生じていた疑義を晴らした（21）。 Soc.Hannover Intema-

tional判決が示したルールは，その後矢張り国際的な動産売買が問題となった

1997年7月1日破棄院判決（以下， rKarI!bold GmbH判決Jとする）においても

踏襲されている倒。

このように，当事者が自由に処分出来る権利については当事者が事後的に準

拠法に関する合意が出来，裁判官はそれに拘束される，というルールは， Roho 

判決以来フランス裁判例において一貫して支持され，学説上も基本的には支持

されている。だが，このようなル－Jレの根拠や当事者が選択出来る準拠法の範
囲，また権利の自由処分性を判断する準拠法，合意の方式等については，未だ

議論が対立しているのが現状であるように見受けられる。以下では，これらの

中から，我が国への示唆という観点から有益と思われる幾つかの論点について

見る。

(3) 当事者の合意の根拠について

Ro ho判決以来，裁判例は，当事者が自由に処分出来る権利につき彼らが事

後的に準拠法の合意をすることが出来るその根拠を新民事訴訟法12条3項｛幻｝
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に求めており，学説上もこれに従うものが多かった倒。そして，学説上，この

ような合意を，処分権主義に依拠する手続的合意（accordprocedural）と構成し，

通常の実体的合意と区別して扱う立場が主流であった倒。当事者自治に依拠

する実体的合意が，準拠法選択規則自体に依拠するものであり，また将来を対

象としており，さらに基本的には契約全体についての準拠法を指定するもので

あるのに対し，処分権主義に依拠する手続的合意は，準拠法選択規則により事

前に指定されていた法を排除するものであり，また係属している訴訟のみを対

象としている捌という点で，両者は異なるとされたのである問。このように，

フランスでは，この問題が実体法的問題ではなく手続法的問題として議論され

ている点にその特徴があると言えよう倒。

だが，近時，新民訴法12条3項或いは処分権主義に依拠するこれらの立場に

対しては，有力な疑問が示されている。

まず，新民訴法12条3項の根拠を処分権主義に求める従来の立場に対し， 12

条3項は処分権主義の概念を超えるものであるとして両者を区別する主張があ

る。この立場に依れば，処分権主義は，全ての申立事項につきまたそれらにつ

いてのみ判断する義務を裁判官に課すものであり，裁判官が，当事者が考慮す

る法規の選択を修正することや職権で法的攻撃防御方法を考慮に入れることを

妨げるものではない。ところが，新民訴法12条3項はまさにこのような裁判官

の行為を禁止する規定であり，この規定は，当事者が権利の支配者であるから

こそ訴訟の範囲を彼らが限定する自由を有していると言っているのであり，ま

た，一定の性質決定や法的争点に裁判官を拘束することが出来るのだと言って

いるのである。このように，この立場に依れば， 12条3項は処分権主義の限界

を超える規定であり，手続的合意の根拠は，処分権主義にではなく，この規定

が体現している権利の自由処分性（libre disponibilite）に求められる，と主張さ

れる（29）。このような主張は，処分権主義が準拠法に関する当事者の合意の有効

性を根拠付けるのに必ずしも十分とは言えないことを示す点で，新民訴法12条

3項のような規定を有しないが処分権主義の原則を採用している我が固にとっ

て傾聴に値すると言えるだろう。

次に，さらに進んで，新民訴法12条3項も手続的合意の根拠とはなり得ない
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とする立場がある。この立場に依れば， 12条3項は， 12条全体の原則例外関

係の中で解釈されるべきであり，裁判官の権限を規定するし 2項が原則，そ

れを限定する3,4項が例外なのである（30）。すなわち， 3項が裁判官を拘束

するのはし 2項で定められた権限だけであり，裁判官が元々出来ないことは

矢張り出来ない。すなわち，裁判官は，自らの権限で法の誤った適用をするこ

とは出来ないのであるから，当事者が介入しそのような行為を裁判官にさせる

ことは矢張り出来ないのである。 12条3項の弁論の制限とは，裁判官が自発的

にある法規を当該訴訟に適用することを妨げるのであって，自らの権限では適

用し得ない法規の適用を裁判官に強いるものではない。必要があれば，援用さ

れる法規範の適用条件が整っているか否かを確認する権限は常に裁判官に属し

ているのである。このように，弁論をある法規の適用に制限しようとする 12条

3項が，ある準拠外国法に他の外国法を代用させようとする手続的合意の根拠

とはなり得ないと，この立場は主張するのである（31）。

このように，当事者の合意の根拠としての処分権主義或いは新民訴法12条3

項には疑問が示されており，近時のSoc.Hannover International判決やKarl

lboldGmbH判決が12条3項に明示的に言及していないことから，これらの判

決が最早この規定に依拠していないと位置付ける評釈も存在する倒。準拠法

に関する当事者の事後的な合意を認めることがもたらし得る，自らの精通す

る法により裁判を行うことが出来るという当事者の便宜や，法律関係と最も

密接に関連する法を裁判官が適用するために必要な柔軟性の導入といったメ

リットから側，このような合意の有効性そのものを疑問視する学説は見られな

いが側，新民訴法12条3項や処分権主義といった従来の根拠が揺らぎつつあ

る現状において，これに代わる説得的な根拠が必ずしも見出せていないのがフ

ランスの現状であるように思われる（35）。

(4) 当事者が選択出来る準拠法の範囲

合意により当事者が選択することが出来るのは法廷地法のみか，ぞれとも知

何なる外国法をも選択出来るのか。この点につき，現在のところフランスの学

説は対立している。一方で，権利の自由処分性と各国法の平等から，法律詐欺
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の場合を除き，当事者は法廷地法以外の法も選択することが出来なければなら

ないとする立場が存在する倒。他方で，裁判官は当事者の合意があれば如何な

る法的推論もせねばならないような「知的体操選手（gymnasteintellectuel) Jで

はないとし，手続的合意の主たる利点、は，当事者が望めば，裁判官が自らが精

通する法廷地法を適用することで質のより高い判断を下す権限を与えることに

あるのだとして，法廷地法の選択のみを認める立場がある（37）。従来の裁判例は，

いずれも当事者がフランス法を選択した場合であって，その位置付けも学説上

対立している（刻。このように，この点に関するフランスの立場は現状では不明

確であると言える。

(5）権利の自由処分性を判断する準拠法

訴訟の対象となっている権利の自由処分性を判断する準拠法についても，権

利自体の準拠法と法廷地法とで学説上立場が対立している（39）。一方で，自由処

分性の問題が権利の実体（substance）に関わることから，当該権利の準拠法に

依らしめようとする立場がある（40）。他方，当事者の合意が処分権主義を根拠と

した手続的合意であることから，対象となる権利の自由処分性の判断を法廷地

法に依らしめようとする立場がある（41)。また，この問題は当事者の合意が準拠

法選択規則を排除出来る範囲はどこかという問題であって準拠法選択規則自体

の性質決定の問題であるということを理由に，法廷地法の適用を主張する立場

もある（42）。尚，この点を明示的に判断した裁判例は，今のところ見当たらない。

2 検討

(1）はじめに

きて，以上のようなフランスでの議論は，我が国にとって知何なる示唆を与

えるのだろうか。

フランスでの議論が与えてくれる最も大きな示唆は，準拠法についての当事

者の事後的な合意が民事訴訟において知何なる効力を持っかという問題を，我

が国においても，法例等の準拠法選択規則そのものの解釈問題としてではなく，

我が国民事訴訟法の解釈問題として考える余地があるのではないか，という点
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であろう。従来，準拠法選択について当事者の事後的な合意を解釈論上認めよ

うとする立場は，不法行為や物権に関する準拠法選択規則の解釈として当事者

の合意を肯定しようとしているが側，準拠法選択に関し法例という明文法規を

持つ我が固において，準拠法に関する当事者の合意の有効性を，法例10条や11

条等各単位法律関係を規律する法規範の解釈として肯定することには，現時点

では矢張り抵抗があるだろう刷。そのような現状において，準拠法に関する当

事者の合意を手続的合意として捉え，準拠法選択規則そのものではなく，民事

訴訟法の解釈問題としてその有効性を考えるフランスでの議論は，この問題を

巡る我が国での議論に，異なる視点を提供してくれるもののように思われる。

今後は，準拠法選択規則自体の性質という従来の議論に加え，我が国民事手続

法の解釈において，管轄合意や仲裁合意等と同じように，準拠法に関する当事

者の合意を有効とする可能性があるか否かという観点からも議論がなされるべ

きであろう佃｝。

それでは，我が国民事訴訟法上，準拠法に関する当事者の合意を有効なもの

とする可能性はあるのだろうか。以下では，処分権主義と権利の自由処分性の

観点からこの問題を考えてみたい。

（却処分権主義の観点から

我が国の民事訴訟制度は，民事訴訟法246条（必｝に見られるように，フランス

同様処分権主義を採用しているが（47），他方で，フランス新民訴法12条3項のよ

うに当事者の合意が訴名や法律上の見解につき裁判所を拘束することを認める

規定はない。そこでまず，フランスの学説において，準拠法に関する当事者の

合意を有効とする根拠として通常挙げられている処分権主義を根拠として，こ

のような合意を認めることが我が国においても可能か否かについて考えてみた

い倒｝。すなわち，民訴法246条にいう申立事項の範囲に当事者がどの国の法に

基づいて請求しているかという点が含まれれば，裁判所はそれに拘束されるこ

とになるのである。

民訴法246条にいう申立事項の範囲は，請求につき新旧いずれの訴訟物理論

の立場を採るかにより異なるとされ，「新訴訟物理論の立場に立てば，裁判所は
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原告の主張した法的観点には拘束されない」とされる（49）。そこで，この場合に

は当事者がある外国法に基づいて請求したとしても，それが裁判所を拘束する

と考えることは出来ないであろう。他方，実体法上の請求権毎に別異の訴訟物

が成立するという旧訴訟物理論の立場からは，準拠法に関する当事者の合意に

従い原告がある外国法に基づいて請求を行った場合に，裁判所がこれに拘束さ

れる可能性も考えられなくはない。すなわち，旧訴訟物理論では，「請求の原因

が異なれば，訴訟物は異なるから，たとえ請求の趣旨が同じでも，新請求につ

き当事者の申立てがなければ，裁判所はこれについて判決することが許されな

いJのであり側，ある国の実体法上の請求権と別の国の実体法上の請求権を異

なる訴訟物として解する余地があるからである。仮に旧訴訟物理論における訴

訟物をこのように解することが出来るとすれば側，裁判所は準拠法に関する当

事者の合意に拘束され，当事者が申立ての際に依拠した準拠実体法と異なる法

による判断を下すことは出来ないということになろう。だが，そのことは，必

ずしも裁判官が当事者の合意した準拠法による判断を下さねばならないという

ことまでを意味するものではないのではないだろうか。フランスでの議論にも

あったように，裁判所は自らの権限で法例等準拠法選択規則を含め法の誤った

適用をすることは出来ないのであり，法例等の準拠法選択規則に従い指定され

る準拠法と異なる国の法に基づき当事者が請求してきた場合，裁判所は釈明権

を行使して請求を変更させる他はなく，それでも猶当事者が自身の依拠する準

拠法に固執する場合には，現在の民事訴訟制度の下では，裁判所は請求を棄却

することになるのではないだろうか惚｝。

結局，私見では，新旧両訴訟物理論いずれの場合であっても，準拠法に関す

る当事者の合意が裁判所を拘束することはないことになる（問。現在の民事訴

訟法の解釈論として，民訴法246条が体現する処分権主義に基づいて準拠法に

関する当事者の合意を認めることは無理であろう。

(3）権利の自由処分性という観点から

次に，我が国において，権利の自由処分性から，準拠法に関する当事者の合

意を正当化することが可能だろうか。確かに我が国にはフランス新民訴法12
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条3項のような規定はないが，請求の放棄や認諾，裁判上の和解等において，

当事者が係争利益を自由に処分出来ることがその要件とされており側，これら

の紛争解決同様，当事者が自由に処分出来る権利につき，準拠法に関する当事

者の合意を認めて裁判所が事案を解決するということも，或いは考えられなく

はない（刷。だが，当事者が権利を自由に処分出来るとしても，そのことは，彼

らが当該権利を規律する法規範をも自由に決定出来るということを必ずしも意

味しないのではないだろうか倒。準拠法選択規則が強行的に適用されるとい

う前提を採る限り，当事者が自由に権利を処分出来るとしても，裁判官に我が

国準拠法選択規則が指定する法以外の外国法の適用を強いることまでは矢張り

許されないだろう（57）。結局，権利の自由処分性を根拠としても，現行民事訴訟

法上準拠法に関する当事者の合意を正当化することは不可能であろう倒。

おわりに

以上，フランスの議論を参考に，準拠法に関する当事者の合意が我が国民事

訴訟において如何なる効力を有するかを，主として手続法の観点から検討した。

処分権主義によってもまた権利の自由処分性によっても，現行民事訴訟法上準

拠法に関する当事者の合意は効力を持ち得ないというのが本稿の結論である。

結局，解釈論において準拠法に関する当事者の合意を有効なものとするために

は，現在の民事訴訟制度を前提とする限り，矢張り準拠法選択規則そのものの

性質を考察する他はないのかも知れない倒。

立法論としては，裁判手続において当事者に合意により準拠法選択を認める

自由を与える特別抵触規則の導入を考えることは可能であろう｛刷。その際に

は，権利の自由処分性をメルクマールにするフランスでの議論が矢張りある程

度参考にはなろう（61）。但し，法（法例を中心とした準拠法選択規則）の裁判にお

ける実現という理念に著しく影響を与えるこのような特別則の導入を正当化す

るには，単に当事者の便宜に資するという以上の根拠が求められるのではない

だろうか佃｝。

(1) 但し，契約の準拠法に関しては，当事者の事後的な合意によって変更出来るとい
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う立場も見受けられる。山田恒久「法例7条における連絡点の主張と弁論主義」杏

林社会科学研究5巻1号（19路年） 50頁以下参照。

(2) 中野俊一郎「不法行為に関する準拠法選択の合意」民商法雑誌102巻6号（19卯

年） 768頁。

(3) 例えば，不法行為につき，中野・同上，物権につき，河野俊行「国際物権法の現

状と課題Jジュリスト 1143号（1998年） 45頁。

(4) 例えば，三ヶ月章「外国法の適用と裁判所」浮木敬郎＝青山善充編『国際民事訴

訟法の理論J(1987年） 239頁。

（θ 日本法が適用されるべき事案において当事者が外国法を選択する場合には，勿論

裁判所の負担は増すことになるが，このような事例が現実的に多くなるとは考えに

くいだろう。

(6) この問題も含め，フランスにおける外国法の適用については，既に早川奨一郎教

授の論稿がある。早川良一郎「フランスにおける外国法の適用 (1）～（4・完）J

名古屋大学法政論集159号1頁， 160号83頁， 161号365頁， 162号 193頁 (1995

年）。本稿は，早川論文以後のフランス裁判例・学説の近時の動向をフォローするも

のとしての意義も有する。

（ηMot叫sky,Jurisclasseur pの"iod匂ue(Lαsemaiπejuバdique.以下J.c. R とす

る）, 1960. II. 11733. 

(8) Cour de cassa位on,Civ. lre, 12 mai 1959, B. AnceV Y. Lequette, Les grandsαrrets 

de tαjuri叩rudencefraru;α，ise de droit伽信仰協tぬηalprive (4e ed. 2001), 292ff, 

Revue crit句uede droit伽ternαtめnalprive（以下R側.crit.とする）, 1960. 62, no・

te Batiffol, Joun叫 dudroit伽お作iat＇ぬπω （以下Clunetとする）, 1960. 810, note 
Sialelli, Recueil Dαlloz （以下D.とする）, 1960. 610, note Malaurie, J. C. P. 1960. 

II. 11733, note Motulsky. 

(9) B. AnceV Y. Lequette, supra note(S), at 7臼．尚， 1960年3月28破棄院判決（以

下， fCie Algerienne de Credit et de Banque判決」とする）により，裁判官は当事

者の主張如何に関わらず裁量により準拠法選択規則に従い外国法を適用する権限を

有するとされた。 Courde四ssation,Civ. lre, 2 mars 1960, Rev. crit.1960. 97, note 

Batiffol, Cl仰 et1961. 408, note Gol伽 .an,J. C. P. 1960. IL 11734, note Mot山 ky,B. 

加 ceνY.Lequette, supra note (8), at 292却 4.

00) Cour de cassation, Civ. lre, 11octobre1988, 18 octobre 1988, Rev. crit. 1989. 368, 

Clunet 1989. 349, note D. Alexandre, B. AnceV Y. Lequette, supra note (8), at 684・

689. 

00 B.担 ceV玄Lequette,supra note (8), at 754. 
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0~ Cour de回ssation,Civ. lre, 4 decembre 1990, R，卸.crit. 1991. 558, note M. -L. 

Niboyet-Hoegy, Clunet 1991. 371, note D. Bureau, B. Ancel/ Y. Lequette, supra note 

(8), 689. 

03) Cour de cassation, Civ. lre, 26 mai 1999, Rev. crit. 1999. 707, note H. Muir Watt, B. 

Ancel/ Y. Lequette, supra note (8), at 684・691.

帥 B.AnceνY. Lequette, supra note (8), at 756.但し，当事者が自由に処分出来る権

利が問題となっている場合において，当事者が，合意によって外国法を適用する裁

判官の裁量を制限することが出来る点，また，当事者カ望めば通常適用される準拠

法以外の外国法の適用を得られる点において，現在でも議論する意義があるとする

のは， B.Fauvarque-Cosson, Libre Disp開 ，ibilitedes droits et coriJZ倫 delois (L. G. 

D. J., 1996), at 38. 

05) D. Bureau，“L'accord procedural a l'epreuve", Rev. crit. 1996. 587, at 589; Fau-

varque-Cosson, supra note 04) , at 35・36.

06) Cour de伺 ssation,Civ. lre, 19 avr温1988,Rev. crit. 1989. 69, note Batiffol, D. 1988 

Som. Com. P. 345, obs. Audit. 

07) Cour de cassation, Civ. lre, 6 dee. 1988, Bullet伽 desα作的dela Gour de cassa-

S勿n（以下Bull.とする）, I, no. 346, Rev. crit. 1990 somm. p. 787 ; Cour de伺 S鈎・

tion, Civ. lre 4 octobre 1989, Rev. crit. 1990, 316, note p. L唱.arde,Clunet 1990. 415, 

note Kahn, D. 1990 som. com. p. 266, obs. Audit. 

08) Paris, 23 janv. 1990, Rev. crit. 1991. 92, note Y. Lequette, Clunet 1991. 994, note 

M.-L. Niboyet-Hoegy, J.C. P. 1991, II. 21637, note Behar-rouchais; Grenoble 13 sept. 

1995, Rev. crit. 1996. 666, note D. Pardoel. 

09) この場合，準拠法に関する当事者の合意は効果を有しないという主張が裁判官か

ら有力になされていたため，尚更のことであった。 J.Lemontey, intervention，官＆

vaux du comite仕・ani;aisde droit international prive, 1990・1991,at 32. 

帥 Courde cassation, Civ. lre, Rev. criι1997. 514, note B. Fauvarque-Cosson, Clル

net 1997. 804, note D. Bureau, B.加 ceνY.Lequette, supra note (8), at 752・花3.

。(t0 B. Ancel/ Y. Lequette, supra note (8), at 755. 

伺 Coursde cassation, Civ. lre, ler juill. 1997, B叫 I.no. 222, p. 148, Rev. c叫 1998.

61, note P. Mayer, D. 1999. 274, note Massip.ドイツ法人からフランス法人に対する

穣疲ある物品の売却に関し，フランス法人が契約上の責任に基づく損害賠償を求め

た事例である。

倒 「しかしながら，当事者が自由に処分出来る権利について，明示の合意により，当

事者が審理を限定しようと欲する性質決定及ぴ法的観点で彼らが裁判官を拘束した
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場合には，裁判官は訴名（denomination）又は法的根拠を変更することが出来ない。J
倒例えば， B.Fauvarque-Cosson, supra note 04) , at 64-72; L噌釘de,Rev. crit. 1990. at 

319『322.

伺 L昭arde,id. at 320-322; Rigau玄，“Examende quelques questions laissees ouvertes 

par la convention de Rome sur la loi appli回hieaux oblig副onscontractuelles”， Ca-

hiers de droit europeen, 19邸.306, at 315. 

偶従って，例えば，同様の事項につき当事者聞に新たな訴訟が生じた場合には，前

回の訴訟においてなされた手続的合意は何ら価値を有さないとされる。 U酔rde,

id. at 322. 

師 B.Fauvarque・Cosson,supra note 04) , at 246・251.

側 この問題を実体的権利についての準拠法選択規則そのものの問題として議論して

いるドイツと，フランスの議論との対比につき， Lagarde,supra note倒，at320. 

側 B.Fauvarque-Cosson, supra note 04) , at 73・75.

側 12条l項「裁判官は適用法規に従って訴訟を解決する。J
2項「裁判官は，当事者カf提示した訴名に止まることなく，係争事実や文書につ

いて正確な性質決定を付与し又は復元しなければならない。j

4項「訴訟が生じた際，当事者はまた，前項と同ーの事項につき同ーの条件で

［当事者が自由に処分出来る権利について，明示の合意により一筆者注］，特に放棄

しなければ控訴の留保付きで，裁判官に衡平仲裁人（amiablecomposi・岡山）として

の使命を与えることが出来る。j

帥 D.Bureau, supra note帥，at592・602.また， Mayer，“Lejuge et la loi釦溜igきre”，

Revue suisse de droit伽伽%α防犯αtet dedroit側 ropeen,4/1991, at 488も同旨。

これに対し， Fauvarque-Cossonは，この問題は，ある法秩序の中で誤った法規の適

用を裁判官に課したり正しい法規の適用の選択を要求することに関するのではなく，

他の法体系の法規の選択を課すことに関わるという問題なのであって，新民訴法12

条3項を国際訴訟における手続的合意の根拠とすることに特に困難はないと反論し

ている。 B.Fauvarque-Cosson, Rev. crit. 1997. 515, at 520. 

関 P. Mayer, Rev. crit. 1998. 62, at 66.反対， B.Fauvarque-Cosson, id. at 519・520.尚，

新民訴法12条3項が明示の合意を要求している以上，手続的合意がどのような根拠

に依拠するかという問題は，合意の方式という問題に密接に結びついている。 Soc.

Hannover International判決以降，裁判例は当事者の申立における準拠法の一致事あ

ればそのような合意があるとする立場に移行しており，この点からも，これらの裁判

例が最早12条3項に依拠していないことが或いは裏付けられよう。

倒 B.AnceV玄Lequette,supra note倒，at757・758.
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帥 尚，民事訴訟において準拠法に関する当事者の合意を有効なものとするこのよう

なJレールについては，通常抵触法の目標とされる所謂国際的判決調和の理念との関

係が問題になる筈である。この点につき， B.Fauva珂UEトCosson,supra note 04) , at 8 

は，「国際的判決調和という目的は，内国における調和と一貫性の必要に直面して譲

歩することになるJとして，圏内民事訴訟制度における一貫性の要請からこのよう
なルールを正当化している。抵触法における国際的判決調和という目的と圏内法体

系における整合性の要請とを如何に調整すべきかについては今後更なる検討が必要

だが， Fauvarque-Cossonのこのような指摘は，少なくとも，抵触法においても解釈

論及び立法論上圏内法体系における整合性を考慮すべきことを示唆する点で興味深

い。尚，抵触法と圏内法制度との整合性の要請につき，拙稿「圏内に所在する外国

国家財産に対する執行についてJ金沢法学43巻2号（2000年） 177頁。
伺 D. Bureau, supra note 05), at 601・608は，従来の根拠に代わる新たな根拠として，

準拠法選択規則の性質自体の任意性や，当事者が自由に処分出来る権利について，

当事者による事後的準拠法選択を認める補助的準拠法選択規則の存在等を検討して

いる。前者に対しては，準拠法選択規則の任意性からは当事者の合意による法廷地

法の補助的な適用が導かれるが，そのような法廷地法の優先が抵触法の本質を構成

する各国法の平等を妨げることになるとして批判的であり（id.at 604・605.），残さ

れた問題は，補助的準拠法選択規則が判例法として導き出せるか否かだとしている。

帥 B. Fauvarque-Cosson, supra note 04) , at 288・292;P. L昭紅白， intervention,supra 

note 09) , at 36. 

師 P. Mayer, supra note 帥，at488-489. Mayer は，準拠外国法が公序違震の場合や準

拠外国法が証明されなかった場合の法廷地法の補助的役割に言及し，「その適用に

つき，当事者の明示の合意がある場合」という第三の檎助的役割を法廷地法に与え

るのは困難でないとする。これに対し，当事者の合意によって準拠法選択規則その

ものの適用を排除した形での法廷地法の適用と他の二つの場合とは局面が異なると

反論するのは， D.Bureau, supra note 05) , at 603.だが， Mayerは，最早手続的合意

という構成を採らず，準拠法選択規則における例外的処理の1つとして当事者の合

意が存在する場合を想定しているのであり， Bureauが言うように当事者の合意が

準拠法選択規則そのものの適用を排除するとは考えていないのではないだろうか。

倒例えば， RMayer, supra note倒，at66と，B.Fauvarque-Cosson, supra note ClO , at 

524・526.とを比較せよ。

倒 そもそも，自由処分性の判断の対象が権利なのか事項なのかという点につき，裁

判例において混乱があることを指摘するものとして， B.Fauvarque-Cosson, supra 

note 04) , at 40-42. 
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側 Y.Lequette, "L'abandon de la jurisprudence Bisbal" , Rev. crit. 1989. 277, at 314. 

帥 U酔rde,supra note帥，at320.また， RMayerは，近時まで権利の準拠法に依ら

しめることを主張していたが， P.Mayer/ V. Heuze, Droit伽.tern.at伽 αlprive(7e, 

2001), at 105においては，裁判官の負担という実務上の理由から法廷地法に依らし

めることを認めている。この立場に対しては，確かに権利の自由処分性に訴訟法上

如何なる役割を与えるかという問題は法廷地手続法で判断すべき問題であるが，前

提となる，ある権利が自由に処分出来るか否かという問題は手続問題ではないとい

う反論がなされている。 Y.Lequette, Rev. er私 1991.102; M.-L. Niboyet-Hoegy, Rev. 

0悦 1991.568. 

帥 B.Fauvarque-C佃 son,supra note (U) ,. at 53・54.

帥例えば，中野・前掲注(2）押5頁は，「法例11条l項それ自体の修正解釈として，

当事者による準拠法選択の合意がある場合，それは不法行為地法に優先して適用さ

れるべきものと考える」とする。一方，河野・前掲注（3)47頁は，法例10条の解釈

とは明言していない（「物権全般について所在地法のみを準拠法とする建て前をとる

我が法例10条のスタンスの妥当性カf検討されるべきJであるとする著者の姿勢から
は，法例10条の解釈と解すべきではないだろう）が，少なくとも物権の準拠法に

関する法規範の解釈であることは言えるだろう。

帥不法行為の準拠法につき，拙稿「国境を越える不法行為への対応」ジユリスト 1232

号（2002年） 134頁以下。

帥但し，このような観点からの議論が従来我が国に存在しなかったというわけでは

ない。例えば，三ツ木正次・判例評釈・ジュリスト 209号（1960年） 92頁は，法

例7条についてではあるが，原被告双方が口頭弁論期日に表明した日本の法律に依

る意思を，「法例7条第1項の意思とは関係なく，その一致した意思の表明は訴訟上

の合意ないしは合同行為と考えることはできまいか。即ち契約当事者の意思の合致

は法例第7条第1項の要件を充足するため準拠法の指定という効果が発生するに対

し，訴訟当事者の合意があれば直接に準拠法が決定される（厳格に言えば当該訴訟

に関する限り裁判所としては他の準拠法を適用しえない）結果を生ずるものとはい

えないだろうか。Jとして，手続法上の観点から準拠法に関する当事者の合意を捉え
ることを主張している。また，「当事者双方は本件傭船契約の成立及び効力の準拠

法を日本法とする旨の裁判上の合意をなしたから以下本件にはわが法令を適用して

判断する」と判示した東京地判昭和31年11月29日下民集7巻11号3431号も，

同様の観点、に立つものと位置付けられよう。

帥 「裁判所は，当事者が申し立てていない事項について，判決をすることができな

い。J
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師我が国において，処分権主義は，原告が審判を求め且っその対象を特定・限定出

来る機能と，当事者がその意思に基づいて判決に依らずに訴訟を終了させることが

出来る権能とを認める原則として理解されている。新堂幸司『新民事訴訟法第2版』

(2001年） 287頁。

倒 この点に関する先駆的研究として，林脇トシ子「国際民事訴訟における当事者の

意思の働きJ慶応大学法学研究39巻5号（1966年） 481頁がある。尚，民訴法246
条が，原告の申立てのみに着目している点は，両当事者が準拠法につき原告の申立

て以前に合意していれば特に問題にはならないだろう。

倒斎藤秀夫＝小室直人＝西村宏一＝林屋礼二『注解民事訴訟法（4）〔第二版〕』 (1996

年）招8頁（斎藤秀夫＝渡部吉隆＝小室竃人執筆）。

師向上。

帥 向上では，「旧訴訟物理論の立場においても，客観的に同じ訴訟物の実質が裁判所

に提示されているかぎり，原告の付けた訴名やその法律上の見解は，裁判所を拘束

しないから，訴旨の解釈において裁判所は自由であるJとして，売買契約に基づく
売買代金支払請求を裁判所が請負契約により請負代金請求として判決したり，消費

貸借としての請求を消費寄託と判断して判決することも許されるとされている。こ

のように，各訴訟物が包摂する事項を広く捉え，如何なる国の実体法に依るかを問

わず，「契約に基づく請求」「物権に基づく請求Jr不法行為に基づく請求J等と訴
訟物を考えるのであれば，例えばある国の法に従った請求を裁判所が他の国の法に

より判断する場合であっても，我が国（国際）民事訴訟法の観点からは申立て事項

の範囲内ということになり，裁判所は準拠法に関する当事者の合意に拘束されない

ことになろう。法例上の概念としての一定の法律関係を想定し，これを渉外確認訴

訟の訴訟物であると考えるべきであるとする田中徹・判例評釈・ジュリスト 191号

89頁は，このような方向を示唆するものと言うことが出来よう。

開 旧訴訟物理論に立って議論を展開する林脇・前掲注側510頁も，「訴訟物につい

ては，その法的評価に関してまで，当事者の意思が裁判所を拘束するという意味で

は，法的評価の基準となる準拠法についてまで…当事者の意思が裁判所を拘束する

と考えられる。但し，その結果として，当事者に準拠法指定の効果を与えるわけでは

ないから（法例7条1項の場合を除いて），裁判所が独自の連結をなして決定した準

拠法と当事者の主張するそれとが異るときは，請求棄却の結果を招くことになろ

うJとしている。
~ 尚，フランスにおいては特に議論されていないが，弁論主義との関係からもこの

問題を考えることが出来る。山田・前掲注(1），浮木敬郎「連結点の主張と立証」立

教法学10号（1968年） 85頁等参照。外国法自体が法であるとしても，各準拠法選
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択の連結点がいずれの固にあるかという問題が事実問題であると構成すれば，当事

者が連結点について争わない場合には，裁判所はその連結点に従って準拠法を選択

することになり，当事者の合意が裁判官を拘束するのと同様の結論に逮することに

なろう（例えば，東京高判昭和35年4月9日下民集11巻4号765頁）。だが，連

結点は準拠法選択規則の要であり，このように連結点を事実問題とすることは，抵

触法の裁判における実現という理念を放棄することに繋がり，筆者としては鷺踏せ

ざるを得ない。「連結点とは，渉外的私法関係の規律に当ってそれと最も密接な関

係にあると考えられる内外いずれかの私法を選択するに当って，その媒介として用

いられる法律関係のー構成要素であって，そのようにして選択された準拠法による

法律関係の解決が最も適当であると立法者が判断したものである。…連結点が国際

私法において呆す役割を右のように正当に評価するならば，それは国際私法的な正

義の実現の上で極めて重要なものであるということができょう。何故ならば，具体

的な法律関係と最も密接な関係にある内外いずれかの法の適用という国際私法の理

念は，まさに，この連結点を通じて実現されるものだからである。jとする湾木・

向上86頁参照。

帥新堂・前掲注帥316頁， 324頁。仲裁法786条カf仲裁可能性につき当事者が当該

紛争につき和解をする権利であることを要求していることからは，権利の自由処分

性というメルクマ｝ルは，仲裁可能性にも影響を与える。

同法例等準拠法選択規則を通じて指定された準拠法に基づく実体的法律関係が実現

きれないという点が問題となろうが，実体的法律関係が一定の民事手続によりその

実現を妨げられるという点は，請求の放棄や認諾，裁判上の和解，仲裁等でも同様

であろう。

倒反対， RMayer, supra note帥，at488. 

師 尚，請求の認諾につき，不法な原因や強行法規違反の原因に基づく請求について

は，その効力が生じないことにつき，新堂・前掲注帥317頁。

倒 尚，焼場準一・判例評釈・ジユリスト 392号 (1関8年） 151頁以下は，公益的色

彩や当事者の自由処分性の有無等により連結点を区別し，法例7条l項については，

「紛争の解決基準が何回法であるかの決定が，当事者の自由な処分に，抵触法上まか

せられている」とし，このことの手続法への反映として，当事者主義の採用を主張

する。本稿では，準拠法選択規則独自の性質と切り離し，手続法的観点を独立させ

てこの問題を扱ってきたが，このように，権利の自由処分性というメルクマールを，

手続法ではなく先ずは準拠法選択規則それ自体の性質の探求に用い，それを手続法

的側面に反映させる方が，立論としては矢張り無理がないのかも知れない。

倒 フランス抵触法の近時の動向の紹介を兼ねた本稿では取り扱わなかったが，この
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問題については，準拠法選択規則それ自体の解釈として当事者の合意が認められる

かという問題の検討も不可欠であろう。筆者は拙稿・前掲注帥135頁において，不

法行為につき若干の言及をしたが，より包括的な検討は他日を期したい（尚，当事

者の合意があれば法廷地法の適用を認める任意的抵触法の議論に対しては，前掲注

闘に挙げた， Bureauの批判が当てはまろう。「条理」による準拠法選択ルールの設

定がしばしば主張される現在の我が国抵触法学においては，準拠法に関する当事者

の合意を有効とする，「条理Jに基づく補助的準拠法選択規則が提唱されることもあ
り得るが，解釈論としてのこのような「条理jの運用に対する筆者の疑問について

は，拙稿・前掲注帥176頁以下参照。

側拙稿・前掲注帥135頁注76参照。

制我が国民事訴訟制度においても，例えば請求の放棄や雷、諾，また裁判上の和解等

において権利の自由処分性という概念は用いられているのであり，このメルクマー

ルを用いることは有益であろう（自由処分性の判断基準は我が国民事訴訟法に依る

べきであろう）。また，当事者が選択出来る準拠法の範囲については，我が国の今後

のさらなる国際化と各国法の平等を考えるならば，法廷地法のみではなく，如何な

る外国法の選択をも認めるべきであろう（それが裁判所の負担になる場合について

は，裁判所の権限という観点から別途考察が必要であろう）。

側 例えば，抵触法における最密接関連法の探究か事抵触法の目的であることを前提に，

具体的事案における最密接関違法探究に必要な柔軟性を導入することから根拠付け

ようとするものとして， B.Ancel/主Lequette,supra note (8), at 757 ; B. Fauvarque-

Casson, supra note 04) , at 9.例えば，準拠法に関する当事者の合意が具体的事案にお

いて準拠法選択規則の指定する準拠法よりもより密接な関連を有すると判断した場

合，裁判所はこのような合意に従うことが出来る，といった限定が考えられる（但

し，抵触法の目的が通常言われているように最密接関連法探究にあるか否かについ

ては，今後再検討が必要だろう）。


